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令和６年能登半島地震に係る県の対応について（17 日 16 時点） 

 

※下線部が変更箇所 

１ 人的応援 

 派遣人数 

区分 

１/17 16 時時点 延べ人数 

摘要（主な活動内容） 本県関係者数 本県関係者数 

 うち県職員  うち県職員 

応急対策職員派

遣制度 
22 名 11 名 84 名 44 名 

避難所支援、罹災証明書

発行及び住家被害認定

支援 

DHEAT ５名 ５名 10 名 10 名 
被災情報等の収集・分析

評価、受援調整支援等 

DMAT １名 １名 67 名 ６名 
本部活動支援、患者搬送

等 

保健師等 ４名 ２名 12 名 ７名 
避難所における健康相

談や感染症対策 

DPAT ９名 ５名 18 名 11 名 
被災者に対する精神医

療の提供 

給水支援 12 名 ２名 27 名 ４名 

給水車による給水タン

クへの補給、住民への給

水等を実施 

被災建築物応急

危険度判定士 
４名 ４名 ４名 ４名 

余震等による二次被害

防止のための判定支援 

計 57 名 30 名 222 名 86 名  

 

 （１）応急対策職員派遣制度 

    全国知事会からの要請により、石川県能登
の と

町
ちょう

の対口支援県として、１月６日から避 

     難所支援、罹災証明書発行や住家被害認定支援のため、県及び市町村職員を派遣。 

   ・派遣期間：１月６日（土）から１か月間程度 

   ・派遣人数：延べ 170 名程度 

    ※ １班 20 名の班を編成し、原則５日間ごとの交代で計８班派遣予定（17 日現在 

     ：延べ 84 名派遣（県職員：44 名、市町村 40 名）） 

   ・現在、第４班（22 名:県職員 11 名、市町村職員 11 名）が現地対応中（避難所支援： 

    12 名、罹災証明書発受付：６名、住家被害認定調査：２名、リエゾン：２名） 

 

 （２）厚生労働省関係  

① 災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT） 

・１月６日から２月１日までの間、１チーム５名（医師１名・保健師２名・ロジ２



名）を概ね１週間ごとの交代で計４班派遣予定。 

・第２班が１月 12 日より活動拠点（能登町）において、被災情報等の収集・分析

評価、受援調整支援等に従事。第３班も 18 日から活動予定。 

② 災害派遣医療チーム（DMAT） 

・１月６日から９日までの間、１チーム４名（医師１名・看護師２名・ロジ１名）

を基本とし、14 チームが本部活動支援や患者搬送等に従事。 

・また、１月 18 日から２月４日までの間、１チーム当たり概ね２日ごとの交代で

計９チームが活動予定。 

・加えて、総合調整を担う DMAT ロジ隊員２名について、１名が１月 16 日から 23

日まで珠洲市
す ず し

で、１名が 18 日から 22 日まで穴水町
あなみずまち

で活動予定。 

③ 保健師等 

・１月８日から３月１日までの間、１チーム４名（保健師３名、ロジ１名）を６日

間ごとの交代で計 13 班派遣予定。 

・第３班が 16 日より活動拠点（県能登北部保健福祉センター）において、輪島市

内で住民の健康相談や感染症対策に従事。第４班も 20 日から活動予定。 

   ④  災害派遣精神医療チーム（DPAT） 

         厚生労働省から本県に DPAT の派遣要請があり、１月６日から 23 日までの間、１ 

       チーム４～５名（精神科医１名のほか看護師等）を交替で計４チーム派遣。 

    ⑤ 給水関係の人的支援 

     水道事業関係の支援の窓口である日本水道協会からの要請に基づき、本県から

以下のとおり職員を派遣 

期間 対応自治体 支援内容 

１月６日（土）～ 

１月１０日（水） 

日立市 

土浦市 

水戸市 

給水車１台、職員２名 

給水車１台、職員３名 

職員２名 

１月１０日（水）～ 

１月１４日（日） 

ひたちなか市 

常陸太田市 

茨城県企業局 

給水車１台、職員４名 

給水車１台、職員２名 

職員２名 

１月１４日（日）～ 

１月１８日（木） 

高萩市 

東海村 

茨城町 

北茨城市 

筑西市 

茨城県企業局 

給水車１台、職員２名 

給水車１台、職員２名 

給水車１台、職員２名 

職員２名 

職員２名 

職員２名 

    今後も、日本水道協会において、５日間程度の単位でシフトを組んで、随時派遣

の要請がある予定 
 

 （３）国土交通省関係 

    被災建築物応急危険度判定士の派遣 

    全国被災建築物応急危険度判定協議会からの派遣要請を受け、石川県珠洲市へ２ 

   班４名の判定士を派遣。 

    ・本県派遣判定士による判定棟数 １月１５日 ７５棟 

  １月１６日 ６８棟 

  １月１７日 ３０棟 

 

２ 支援物資の提供 



  石川県は、物資の受け入れについて、各都道府県の物資リストから選別して当該都道 

 府県に物資の提供を要請することとしており、本県においても水や食料等のリストを提 

 供済。 

 

３ 義援金に係る募金箱の設置 

  ４日に県庁舎、合同庁舎（水戸・常陸太田・鉾田・土浦・筑西）及び三の丸庁舎に募金   

 箱を設置。集めた義援金については、日本赤十字社・共同募金会を通じて被災地に送付 

 予定。 

 ※ 日本赤十字社は４日から、中央共同募金会は５日から義援金受付を開始。 

 

４ 県営住宅の提供 

  被災者用住宅として県営住宅 27 戸及び民間事業者から提供のあった住宅を石川県に 

 情報提供済 

  ※ 家賃：最大１年間免除（光熱費は入居者負担） 

 

５ その他 

（１）社会福祉施設等に対する介護職員等の応援派遣 

   厚生労働省・こども家庭庁からの協力依頼（１月 10 日）に基づき、県内福祉関係団 

  体等を通じて、福祉施設等に対し派遣可能な介護職員等の登録を依頼（登録は随時受 

  付）。 

※ 実際の派遣調整は厚生労働省等が実施。 

登録者数：31 名 

    派遣決定：１名 


